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製 鉄 月T 67，727 76，680 104，312 139，315 165，512 201，090 92，215 146，594 
A H 本 鋼 管 10，969 15，453 29，195 64，482 75，384 89，464 64，62~ 103，766 O 
" 釜 石 鉱 山 8，455 23，142 30，700 49，991 71，073 49，337 87，040 O 
A 宮 士 製 鋼 8，525 24，652 37，992 30.994 54，061 O 
東 尽ー 鋼 材 4，841 3，829 10，240 8，843 13，411 16，676 6，669 15，829 
O 大 阪 製 鉄 7，952 10，145 15，304 26，283 38，632 51，128 38，068 57，933 
住友伸銅鋼管 4，168 7，313 6，442 10，708 14，877 
O 神戸製鋼所 [2) (2，164) 29，193 47，625 72，952 38，980 43，423 
ロ浅 野 意 2，031 2，368 7，174 21，242 33，803 57，372 48，296 54，213 
東 海 輿 業 1，433 2，487 721 320 
日本製鋼所 1，507 z 897 244 9，917 
全 国 生 産 量 118，6日7 125，969 209，139 344，632 460，837 683，841 467，333 773，829 
上記各社シェア 93.1 ヲ。 94.8 95.9 99.2 89.6 79.0 74.0 
製鉄所 V ヱ ア 54% 6 60.9 49.9 40.5 35.3 29.4 19.7 18.9 
車噛 入 量[2) 19135534 7 96 153，331 199，652 138，410 206，290 190，845 38，342 80，530 
自 給 率[') 日5 66 82 81 88 104 102 























大江 13 14 15 H~布 i -3--， -5-- -7--8 ，- 百 u 年
(1)ー製鉄所払下檀段， 昭和6年s月以降は関東鋼材匝売組合へ委託しているので同組合の払下
値段，錦持通夫『日本鉄鋼業の発展~ (p506) r製鉄業参考資料』
[，)ー 河岸波値段，創持前掲書， r鋼材年報Jl6， 7， 13号.
[3) 一市中価格『製鉄業参考資料』

































88 (岨〉 第 119巻第1・2号
第 2表棒鋼需給統計表 (単位千トン〕
|竺力 ItIi J! I追剰|セそ|出所
大 形 鋼 510 332 178 
中 売量 鋼 282 263 19 
形 鋼 290 255 35 
ムロ E十 1，082 850 232 
大 形 鋼 44旧 320 12日
中 形 鋼 207 200 7 
形 鋼 255 280 
合 902 800 102 
大 形 者調 505 420 85 
中 形 量開 219 250 
形 鋼 429 430 
A ロ ，t 1，153 1，100 53 
大 形 鋼 624 482 145 
中 形 鋼 402 279 123 
形 鋼 636 654 



















み扇¥全型雪製鉄所|民 間|輸入@I合計⑮ I A/B 
小 青S 鋼 83，188 221，831 48，843 3G3，B62 13.8 
中 形 鋼 15，429 8，706 3，839 27，974 13，7 
大 形 鋼 3，658 172 4，548 8，378 54.3 
其 他 6，977 6，977 O 
合 a 102，275 237，686 57，230 397，181 14，4 
(1) 38m/m以下小形鋼， 48m/m....lO白n/皿中形鋼， 130m/m以上大形鋼， (2) Ii'鋼材年報』
分野で，民間企業の圧倒的優位性，その確保のための製鉄所との調節が謀頴に
なってきていることである。従って，一般的にいうと，カルテノレは，当初は主










訂により需要の20%. 製鉄所生産量の 3分の 1に当る12m/m，Sm/m以下の








































るこ主になる(勿論，組合は先物協議会の発表値段に追随していたが)0 つまり， :Jfs 
式的には，製鉄所先物協議会と組合との圏内売出何格は，二元的統制となって
の白石元治郎「鉄鋼取引J~市場経済講座』第 2巻〔昭和 8年11月) 12ベ ジ。


























2) 小島昌太郎『我国主要産業に於けるカルテル的統制j (昭和7牛3月)232ベー ジ。
3) 民間企業とカルテル指定商とり関係を具体的に示す資料を入手しえなかったが，この点につノ




























日本における鋼材カルテノレ日成立 (95) 95 
機を禁止しているのである。①②については， カノレテノレが指定商を自己の流通

























4) W 日本鉄鋼史~ (稿本〉第3巻第9分冊.80ベージ， W日本鉄鋼販売史~64へージ。


























町長島修「第1次大戦後。流通機構」第8表。 r経由論叢』第118昔5・6号， 14.，75ペ ク。
7) (同系列会社の) r比僅ノ数量ノさニテハ三井物産会社ノ販売能力ニ釣合ハヌモノナリ 併
シ〈三井)鉱山関係ノ仕事ヲ切離ス訳ニハ行カヌモノ故ニ三井鉱山勢力ノ仲ヒずル様致ス事力金物
部ノ執ノレベキ方針ト考フ」同上， 170へー シ.

























的 「色々 アル組合ユ当社〈カ日入γ居ヲァ、，唯組合ノ指定販売員トシテ相談ェ与ルノミナ !J，問屋
即チ腹売側ノ組合ト去フ事ニ付テρ 種々手ヲ着ケ掛ケタルモ今日記成功セズ，従テ問屋ハ自ヵラ
系統的ニ製造家エクツ廿傾向アジ，当社ハ有)Jナル問屋ヲ我々ノ傘下品集メ商買ヲ続ケ行グベキ

















































































日本における鋼材カルテル白成立 (101) 101 
2. 昭和 3 年 4 月 ~6年 市中価格〉輸入価格・販売価格
昭和3年4月から製鉄所線材払下値段は，輸入価格に追随し始めているが，
年
第 2図 線 材 価 格 推 移
(よ1
1←託〉
i&:百2 4一 τ 否
(!)一八瞳先物，共販組合建檀『鋼材年報j， r鉄鋼製品価格推移.IlVol. 2， 
No.2昭和6年2月以降共販車値それまでは八幡先物払下価格a
(2) 輸入価格=河岸渡価格「鋼材年報』富永祐治『本邦鉄鋼業と閣税1l348N351
川 市中価格『鉄鋼製品価格推移JlVo1. 2， No. 20 
第 4表組材生産量愉入量統計表 〔単位トン)
度|製鉄所|同鋼 I!'<'If，j'倉同内生産量|巴扇面医テ字
昭和元年 44，180 6，202 50，384 117，971 30% 一一%
2 49，031 278 5，144 54，426 109，口90 33 
3 50，769 795 n.02S 57，589 172，643 25 
4 62，444 2，445 3，582 98，471 157，474 30 
5 76，602 35，472 10，354 122，428 68，684 64 91.5 
6 95，646 58，566 22，349 176，561 65，168 73 87.3 
7 105，365 75，170 34，715 215，250 28，890 89 83.9 
8 109，350 106，056 52，217 285，013 38，794 88 75.6 
9 113，096 143，572 4R.900 347，548 32，416 92 73.9 
10 『製鉄業参考資料』より作成q
102 (102) 第119巻第1. 2号
第5表線材生産能力・需要比較
(単位千トン〉
年 度円i ヵ|需 要|過 弓ミ 足
(1) 大正14年 105 170 65 
(2) 昭和4年 160 239 79 
(3) 9年 380 380 。
1l製鉄鋼調査会答申』








































































スタ γ ドが並んだ全連続式ロ ノレを慣用したもので労働力がガレツト式と比べて著しく少なくて
すみ圧E時間も短縮しうる。宮下控二「融材と其製品J，神鋼』第3巷10号(昭和14年10且)，浅
団長平「本邦揖材製造の発達J，鉄乙鋼』第2巻6号(昭和11年6月)，
性 能 |ガレ yト式 i半連続式
圧延能刀 毎時 17 t 38 t 
圧延工1人当り グ 0.5 t 1t 
最終仕上速度 信分 500 田 600m 
所要時間 2 分 30秒 1 分 30秒
製 造 高 100 220 
燃 料 費 100 70 
電力消費 100 70 
工 賃 100 50 
19) 富永前崎書， 84-8δペー ジ。
20) 浅田前掲論文， 67へージ。
































































合λ こうして， カルテノレは，国家資本 民間企業財閥系商社の結合を成立
さ"，tこ。
民間製鋼企業の生産の集積・集中の進展で園内生産は急増し，大戦後，既に
銑鋼一貫の生産体系が確立していた西欧諸国からの輸入鋼材の園内流入も激化
して，園内市場が混乱している中で，大正末期財閥系商社の利益を守りながら
製鉄所の独占的流通機構は成立し，それは輸入鋼材との対抗の一つの重要なフ
ァクタ となった。民間製鋼企業の生産の集積・集中が進行し，製鉄所=国家
資本の 元的統制が困難になっている状況で，昭和恐慌下の過剰生産に対応、し
て，官民の結合したカルテルが成立し，製鉄所の流通機構は，民間製鋼企業に
まで拡大した。つまりカノレテノレの成立は，独占形成の第一段階であり，そり特
徴は流通機構の独占的再編成であった。独占の本格的成立は，昭和9年の日鉄
トラストの成立であると考えbれる。 (197G年2月稿〕
